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［例えば、伊藤正己『憲法第3］ また、少数説は、法律案の提出は法律を制定す版』（弘文堂、 1995年） 423頁゜
る作用に属すため、憲法41条の規定により、内閣に提出権はないと解し、内閣
法5条を違憲とする［例えば佐々木惣ー『改定日本国憲］ つまり、学説は内閣の法




































第 3版』 (2013年、 346-347頁° そのため、国会以外の機関が立法を行えば、
違憲になるということであるが、両院の可決を立法行為とみて、法律案の提出
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内閣による立法作用への参与、または、議会に対する立法権行使への作用とい
うことができ、後者は、議会の自律を尊重し、ある程度の介入について内閣に
は控えてもらうという意味で理解できる。
このように、本書は、権力分立の 2つの観点について、具体的な法的規律の
様相を示したものということができ、日本における上記権力分立論に基づいた
具体的な法整備の在り方を示したものであると評者は考える。
6. 修正権と「法律の質」の問題
政府・議会多数派に対抗するために、野党・少数派は法律案への修正権を積
極的に行使してきた。確かに、少数派による修正家の行使は、有力な多数派へ
の対抗手段であった。しかし、このような法律案の修正は、法律案の条文数の
増加を招く一方、必ずしも法律案とは関係のない修正案が認められることもあ
る。このような修正権の行使は、「立法のインフレーション」、「法律の質」の
低下を引き起こすとして批判を受けてきた。
このような修正権の行使を抑制するために、 2008年の憲法改正によって修正
案の「間接的な関連性」および憲法付属法律による「漏斗準則」が確立された。
これにより、修正権行使に歯止めがかかる一方、違法な修正案には憲法院の統
制が及ぶようになった。憲法院の統制は、手続面に対する統制だけでは決して
ない。修正案が適法かどうか判断するにあたって、法律案の内容も審査しなけ
ればならない。そのため、修正権行使の統制は、手続的統制だけでなく、内容
的統制も含むといえる。そして、内容的統制は「法律の質」の保障に寄与する
ものであり、憲法院が「法律の質」を保障するために動いていると指摘できよ
う。
212 奥村公輔『立法手続と権力分立』（信山社・ 2016年）（高橋）
7 . おわりに
本書は、これまで決して熱心に取り組まれてこなかった日本の法律案提出手
続に対する司法審査の考察に一石を投じたものである。そして、本書は日本に
おける「法律の質」、立法学にも貢献するものであり、本書を受けた学界の進
展に期待するところである。
（たかはし・ゆうと 東北大学大学院博士後期課程）
